
住まいに関する消費者トラブル・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

広島県生活センター

☎082-223-6111

☎082-223-8811

http://www.pref.hiroshima.lg.jp/life/1/4/



【相談事例】
　不意にやって来たリフォーム業者が「タダで床下、屋根を
点検します」と言って、無料ならと思い承諾した。点検が終
わると、「床下はひどい湿気で、放っておくと家が倒れる」
「屋根が傷んでいる。地震がきたらひとたまりもない」「い
まならキャンペーン中なので半額で工事できる」と契約を迫
られ、契約書に署名してしまった。契約金額が数百万円と高
額であり解約したい。（６０代女性）

【相談事例】
　１年前に入居し、１人で住んでいた賃貸マンションを退去
した。管理会社から、クロスの張替えとルームクリーニング
の費用を請求すると言われた。後日届いた精算書を見ると、
これらの費用が敷金から差し引かれ、敷金は数百円しか返金
されない。特に汚したり、壊したりしていないのに、クロス
の張替えとハウスクリーニングにこれほど高額な費用がかか
るのはおかしい。（３０代男性）

【相談事例】
　勤務先に電話があり、「年金や老後の生活設計に不安はあ
りませんか」と聞かれ、話を聞くと投資用マンションの勧誘
であった。断っても、「契約の話ではないので説明だけでも
聞いて欲しい」と電話を切らせてもらえなかった。その後も
４～５回電話があり迷惑だ。（４０代男性） 

【相談事例】
　１４年前に購入した新築建売住宅で雨漏りが発生した。引
き渡し後８年目には天井にシミを発見し、修理をしなければ
と思ってはいたが、修理をしないまま現在に至ってしまっ
た。売主に雨漏りの修理を依頼したところ、有償での修理に
なると言われたが納得できない。（４０代男性）

住宅リフォーム工事

引き渡し後14年経過した建売住宅の雨漏り引き渡し後14年経過した建売住宅の雨漏り

住宅リフォーム工事 賃貸住宅退去時の原状回復賃貸住宅退去時の原状回復

投資用マンションの悪質な勧誘投資用マンションの悪質な勧誘

【アドバイス】
見知らぬ業者を安易に家に入れないようにしましょう。
工事の必要性をよく検討し、断る場合ははっきりと業者に伝えましょう。
訪問販売など不意打ち性の高い勧誘は、その場で契約しないようにしましょう。
複数の業者から見積りをとり、金額と工事内容を必ず確認しましょう。不明な点
があれば、建築士などの専門家にも聞いてみましょう。
訪問販売の場合、法律で定められた事項が記載された契約書面等を受け取った日
から８日間は、クーリング・オフにより無条件で契約を解除することができます。

【アドバイス】
賃貸借契約書には、借主負担をよく確認し、理解してからサインしましょう。
入居前から既にある室内の汚れや損傷は、家主や管理会社と立会確認し、写真に
撮って記録に残しましょう。
国土交通省「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」などをよく読み、原状
回復の考え方を理解したうえで、退去の立会いに臨みましょう。
原状回復費用に疑問があるときは、修理明細書の提示を請求するなどして、家主
や管理会社とよく話し合いましょう。

【アドバイス】
丁寧に断る旨を伝えて、それでも切らない場合、「興味が無いので、電話を切り
ます」と一言伝えて、電話を切りましょう。
絶対に相手に会わないことです。契約させるまで何時間も帰れなくなったり、時
には暴力的な扱いを受ける場合など、トラブルの悪化につながります。
宅地建物取引業法では「悪質な勧誘行為」が禁止されています。悪質な勧誘と思
われる場合は、行政の宅建業法担当課又は消費生活相談窓口に相談しましょう。

【アドバイス】
新築住宅の「構造耐力上主要な部分」や「雨水の浸入を防止する部分」の瑕疵に
ついては、売主は、引き渡し後１０年間は修補等の義務を負います。
この事例では、引き渡し後１４年が経過しており、特約がない限り、売主に修補
義務があるとは考えられません。
８年目に発見した天井のシミが瑕疵に該当する場合には、修補等の請求は、発見
後１年以内に行う必要があります。１年が経過すると、引き渡し後１０年未満で
あっても、修補等の請求はできなくなりますので注意が必要です。
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